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1 ．背　景

　北陸先端科学技術大学院大学（以下、JAIST）は、建
学以来、科学技術分野で世界最高水準の研究と教育を行
うことを目的とした体系的カリキュラムを構築し、石川
県の旭台キャンパスを拠点とする三研究科（知識科学研
究科、情報科学研究科、材料科学研究科）を中心とした
大学院教育を充実させてきた。さらに近年、従来の活動
と並行して、社会人教育及びコンソーシアム型大学間連
携等への取り組みを推進している。
　社会人教育の充実に向けては、東京にサテライトキャ
ンパスを開設し、本学の地理的条件を克服するとともに、
社会的貢献をより積極的に推進していくことを目標とし
ている。既に、2003年10月から東京八重洲サテライト
キャンパス（以下、八重洲キャンパス）において技術経
営（MOT：Management Of Technology）コースを、2005
年10月から東京田町サテライトキャンパス（以下、田
町キャンパス）において組込みシステムコースを開講し
ている。
　一方、コンソーシアム型大学間連携に関しては、情報
科学研究科において2002年度より国立情報学研究所、
情報通信研究機構、産業技術総合研究所との間で教育研
究 交 流 プ ロ グ ラ ム JJREX（JAIST Joint Research and 

Education eXchange Program）が実施されている。これは、

教育研究の双方で緊密に連携することによって、学生を
含めた研究者間のより一層の交流を推進しようとするも
のである。加えて、北陸地区において歴史的・地理的に
深い結びつきを持つ国立大学が、それぞれの独自性を維
持しながら連携・協力し、教育研究活動の活性化を図る
ことを目的とした北陸地区国立大学連合に参画し、単位
互換を始めとする様々な活動を進めている。
　これら一連の教育の充実・展開においては必然的に遠
隔教育への取り組みが必要となる。本学では遠隔教育の
実施にあたって、全学を横断した機能組織である遠隔教
育研究センターを設置しており、遠隔教育の企画・研究・
開発・運用について各研究科や学内共同教育研究施設、
事務部門等の全学関連部門と連携した実施体制を採って
いる。大学院レベルの教育を通じた社会貢献を目指す本
学にとっては、遠隔教育プログラムの実施にあたっても、
様々な講義の条件に適応した質の高い教育を体系的に実
践していくことが要求される。本稿では、遠隔教育研究
センターがサポートした遠隔教育、特に2005年に実施
した同期型遠隔講義の実践事例に基づき、多様な講義条
件に応じた遠隔講義環境のあり方について議論する。

2 ．遠隔教育の分類

　遠隔教育には様々な形態が存在するが、遠隔教育研究
センターが本学において現在対象としている遠隔教育の
パターンを図1に示す。ここでは縦軸に同期・非同期と
いう講義を受講する時間に関する軸、横軸に集合教育・
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自己学習という講義を受講する場所に関する軸を設定
し、典型的な遠隔教育の形態を楕円形で、本学における
実践事例を四角形でマッピングしている。以下に遠隔教
育の形態及び本学における実践事例について概説する。

2.1　遠隔教育の形態
SCS：Space Collaboration System

　衛星通信を利用し、講義・講演を広範囲に同報的伝達
TV Conf.：TV会議システム
　遠隔多地点間を接続し、双方向セミナー・会議
REAL：リアルタイム双方向遠隔教育システム
　遠隔教室間を接続し、同期型双方向遠隔講義
VOD：Video on Demand

　収録した講義映像・音声等を非同期で配信
WBT：Web Based Training

　リッチメディアコンテンツを受講者のペースで学習

2.2　JAISTにおける実践事例の概要
SCS（1997～）：
　 メディア教育開発センターのリーディングの元、全国
的な講演等の受信［SCS］

JJREX教育研究交流（2002～）：
　 JAIST情報科学研究科、国立情報学研究所、通信総合
研究所、産業技術総合研究所間の遠隔教育によるドク
ターコースプログラム［REAL、VOD］

単位互換協定 （2002～）：
　 工科系単科大学間コンソーシアム、高等教育 IT活用
推進事業等の単位互換協定に基づく蓄積型電子教材の
相互配信［WBT］

東京サテライトキャンパス（2003～）：
　 TV会議セミナー／オフィスアワー、同期型及び蓄積

型遠隔教育環境を利用した、MOTコース、組込みシ
ステムコースにおける社会人教育［TV Conf.、 
REAL、VOD］
北陸地区国立大学連合 （2004～）
　 北陸地区国立大学連合におけるインフラ整備事業の一
環として導入された大学間双方向遠隔授業システムの
試行［REAL、TV Conf.］
情報科学研究科全講義収録・配信 （2005～）
　 情報科学研究科の全ての講義を収録し、対面講義の補
完教材として学内配信［REAL、WBT］
公開講座学外配信 （2005～）
　 対外アピールの一環として、公開講座を学外配信
［WBT］

2.3　効果的な大学院遠隔教育環境の実現に向けて
　効果的な遠隔教育環境を実現するためには、学習者特
性や講義形態、講師適性等に代表される講義条件を考慮
して、遠隔教育のターゲットをどこに置くかを明確にす
ることが重要である。図1に示す通り、遠隔教育研究セ
ンターでは主に同期型集合教育と非同期型自己学習の2
種類の遠隔教育カテゴリをバランス良く実践し、その成
果をフィードバックしながら、遠隔教育を学内に展開す
るアプローチを採っている。その中でも特に実践的教育
を目指す本学では、通常講義におけるディスカッション、
実習等を非常に重視しており、本稿のテーマである同期
型遠隔講義を実施する上でも、リアルタイムかつ双方向
のコミュニケーションを様々な講義条件に応じていかに
実現するかが大きな課題となっている。

3 ．実践事例

　ここでは、同期型遠隔講義に対する講義条件及びシス
テムに要求される要件を実践事例に基づき整理すること
を目的として、前節で挙げた遠隔教育パターンのうち、
特に、TV会議システム（TV Conf.）及びリアルタイム
双方向遠隔教育システム（REAL）を活用した典型的な
3種類の遠隔講義システムによる5つの実践事例を概説
する。

3.1　リアルタイム双方向遠隔講義システム
　情報科学研究科 JJREXプログラムの一環として、2005
年1月に田町キャンパスと旭台キャンパスコラボレー
ションルーム（以下、旭台コラボルーム）との間で実施
した2つの遠隔集中講義に対するリアルタイム双方向遠
隔講義システムの構築、運用サポートを行った（長谷川
ほか 2005b）。
3.1.1　システム構成
　本システムの実現に当たっては、双方の教室が講師側
教室となり得るため、田町キャンパスと旭台コラボルー

図1　JAISTにおける遠隔教育パターン
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ムにほぼ同一構成の教室設備を設置した。教室の基本仕
様を表1に、構成概要図を図2に示す。映像音声の配信
には沖電気社の LiveOnAirEnterprise（以下、LiveOn-

Air）を採用し、MPEG4-ASP/2Mbpsのビットレートで
リアルタイム映像の双方向配信を行った。また、遠隔側
教室の映像はそれぞれ教室前方のスクリーンにプロジェ
クタで投影する形式とした。さらに、トラブル時を考慮
して、バックアップ系伝送装置としてSony社のテレビ
会議システムPCS-1を双方の教室に設置し、H.323/2Mbps

ビットレートの双方向配信に手動で切り替えを可能とし
た。なお、キャンパス間の映像音声伝送はATM25Mbps

の専用回線（当時）を利用した。また、システムサポー
トについては、遠隔教育研究センターのスタッフが両教
室に一名ずつ就き、システムの準備、カメラ操作、トラ
ブル対応等を実施した。
3.1.2　リアルタイム双方向遠隔講義事例（一般講義）
　2005年1/7、14、21、28の日程で、JJREXプログラム
遠隔講義の「I638　新音楽再生電気音響理論（宮原誠教
授）」をリアルタイム双方向遠隔講義システムで実施し
た。講師側教室は1/7、21が田町キャンパスで、1/14、

28が旭台コラボルームであった。受講者は田町キャン
パス、旭台コラボルーム共に14名ずつであった。本講
義の特徴は、特殊な音響機器を利用したデモを実施する
ため、双方の教室に音響機器及びそれを操作するための
講義サポートスタッフがすべての時間で配置されていた
ことである。
　図3に講義風景を示す。映像及び音声の両教室間の往
復で発生する遅延は実測で約0.7秒であり、通常のディ
スカッションを行う上でほとんど支障は感じられなかっ
た。以下に講師及び学生に対するアンケート結果等から
本講義で得られた成果及び課題を列挙する。
（1）　講義サポートスタッフの重要性
　本講義では、双方の教室にシステムサポートスタッフ
以外に講義サポートスタッフが配置されていたため、受
講側教室において孤立しがちな学生を講義サポートス
タッフが適宜フォローするとともに、システムのトラブ
ルが発生した場合に、復旧までの時間をデモの時間に変
更してもらう等といった柔軟な対応が可能であった。ま
た、本講義では資料提示に双方の教室で書き込み可能な
電子黒板を利用したが、これらの操作についても講義サ
ポートスタッフの支援によるところが大きかった。この
ように、講義サポートスタッフは受講側教室の学生が一
定数以上存在する場合、システムの信頼性に問題がある
場合、通常講義とは異なるメディアを積極的に活用する
場合等には、同期型遠隔講義を成功させる上で必要不可
欠な存在であると言える。
（2）　双方の教室に共通する課題
・トラブル時の対応
　本システムの構築にあたっては、かなりの部分で冗長
化構成を採用したが、冗長化の対象としていなかった教
室上流のネットワークスイッチの故障により、講義の配
信が10分間にわたって停止するトラブルが発生した。
こうしたトラブルによる講義の中断は、講義に参加する
講師、スタッフ、学生の集中力を大幅に減退させること

表1　リアルタイム双方向遠隔講義システム基本仕様

想定学生数 各教室10～30名規模
映像・音声伝送 Mpeg4-ASP/2Mbps/512Kbps、H. 323/2Mbpsの手動切り替え

マイク
講師用 タイピン型マイク
学生用 ハンド型マイク

カメラ
講師用 デジタルビデオカメラ 1 台（手動）
学生用 デジタルビデオカメラ 1 台（手動）

表示装置 教室前方
プロジェクタ／スクリーン 2 面
遠隔側教室映像、資料映像等を表示

資料提示機能 電子黒板による双方向書き込み・アプリケーション共有
PCS-1デュアルストリーム機能によるPC画面の配信

講義収録・配信 ライブ映像をそのまま保存し、VOD配信可能
電子黒板に書き込んだデータをHTML形式で保存可能

図2　 リアルタイム双方向遠隔講義システムの構成概要
図
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になるため、システムそのものの安定性、トラブル時の
バックアップ系への迅速な切り替え、トラブル時の遠隔
側教室への連絡体制等については、どのような遠隔講義
であっても、よりシステマティックな対応が必要となる。
・コミュニケーションの難しさ
　教室間のコミュニケーションの難しさの原因として最
も多く挙げられたのは音声品質であり、音声レベルの調
整が不十分で聞き取りにくいといったコメントが多数
あった。講師の音声についてはある程度一定に調整する
ことが可能であるが、受講側教室で質問時にハンドマイ
クを利用する場合には、人によって声の大きさやマイク
を持つ位置が異なることから、最適な調整が難しいとい
う問題が大きな検討課題となっている。また、双方向の
遅延が0.5秒を越えると対話しづらい、遠隔側教室から
エコーが返ってくると話しづらい、マイクが手元にない
と質問するきっかけがつかみにくい等といった、ディス
カッションを多用する講義において特に注意すべき要件
も明らかになった。
（3）　受講側教室における課題
　本講義ではすべての学生が講師側教室と受講側教室の
双方を体験したこともあり、受講側教室では講義独特の

緊張感にやや欠けるとの意見が見られた。これは上記の
音声に関する問題に加えて、講師が講義中に活発に動き
回ることによって、講師映像の画質が広角になる傾向が
あり、表情が十分に伝わらなかったためであると考えら
れる。このことから、受講側における緊張感を出す要素
として、講義中に適度なインタラクションを積極的に取
り入れるとともに、カメラワークの検討やより高画質の
映像設備の導入についても検討する必要があると考えら
れる。
3.1.3　 リアルタイム双方向遠隔講義事例（演習中心講

義）
　2005年1/17－19、26、27の日程で、JJREXプログラム
遠隔講義の「I624A　Model-Checking of Software Design

（中島震客員教授）」をリアルタイム双方向遠隔講義シス
テムで実施した。講師側教室は田町キャンパスで、受講
側教室は旭台コラボルームであった。また、受講者は田
町キャンパスで1名、旭台コラボルームで10名であった。
本講義の特徴は、講師側の田町キャンパスの受講者が少
ないことから、受講側教室のモニタを講師の正面に設置
して、田町キャンパスをスタジオ的に利用した点と、講
義時間中にPC画面上でのデモや演習時間を多く取り入
れ、その時間を活用して、受講側教室の質問を積極的に
受け付ける形で講義を進めた点であった。
　図4に講義風景を示す。映像及び音声の両教室間の往
復で発生する遅延等については3.1.2のケースとほとん
ど変わらなかった。以下に講師及び学生に対するアン
ケート結果等から本講義で得られた成果及び課題を列挙
する。
（1）　スタジオ形式の映像効果
　本講義のような人数構成では、講師はより学生数の多
い受講側教室の状況把握に主眼を置くため、モニタを確
認しやすいようほとんどポジションを変えずに講義を実
施していた。これにより、受講側教室では図4下に示す
通り、バストアップの講師映像を提供しやすく、3.1.2
のケースと比較して、講師映像及び講義の緊張感に関す
る評価は高かった。
（2）　コミュニケーションに関する工夫
　受講側教室の複数の学生が同時に返事を行うような場
合には、講師側教室で誰がどのような返事をしているか
を聞き分けることが非常に難しい。本講義ではこのよう
な問題に対して、例えば、理解できた場合／問題がない
場合は頭の上で○を作る等のノンバーバルなコミュニ
ケーションルールを設定するといった工夫が見られた。
こうしたルールは受講側教室の全体が把握できるような
構成または人数の場合には有効な手段であると考えられ
る。また、数式等の言葉では表現しづらい内容について
は、双方向で書き込み可能な電子黒板を併用することで、
質問とその回答がスムーズに行うことができた。このよ
うなコミュニケーションツールの積極的な活用も同期型

図3　I638講義風景（上：田町側、下：旭台側）
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遠隔講義の成功に貢献するものと思われる。
（3）　受講側教室における課題
　今回の講義では講義サポートスタッフがいなかったた
め、プログラミング演習時に受講側教室の学生PCの画

面を講師側教室で確認したいといった要望があった。演
習や受講側学生に何らかの成果を発表させるケースで
は、こうした受講側からのアクションを意識したシステ
ム構成も必要となる。

3.2　北陸地区国立大学連合双方向遠隔授業システム
　北陸地区国立大学連合双方向遠隔授業システムとは、
北陸地区国立大学連合におけるインフラ整備事業の一環
として、2005年3月に図5に示す北陸地区の6大学（当
時）計14教室に導入されたものである。このため、本
システムの中核部分については、共通仕様策定委員会で
取りまとめを行い、大学間で統一されたものとなってい
る。
3.2.1　システム構成
　本システムでは教室の規模に応じて大・中・小の3種
類の教室設備が導入されている。各教室の基本仕様を表
2に、構成概要図を図6に示す。大学間の映像音声伝送

図4　I624A講義風景（上：田町側、下：旭台側）

図5　双方向遠隔授業システムの設置状況（2005.3）

表2　北陸地区遠隔授業システムの基本仕様

大教室 中教室 小教室
想定学生数 100名規模 50名規模 20名規模

映像・音声伝送 HDTV、SDTV、H.323の動的制御 SDTV、H.323

マイク
講師用 ハンド型マイク、タイピン型マイク
学生用 発言許可ボタン付き机上マイク ハンド型マイク

カメラ
講師用 黒板撮影カメラ（固定）、講師撮影カメラ（自動追尾） 黒板撮影カメラ（固定）
学生用 全景撮影カメラ（固定）、発言者撮影カメラ（発言学生にズーム） 全景撮影カメラ（固定）

表示装置
教室前方

3 面 2 面
黒板映像、講師映像、資料映像等を切り替え表示

教室後方 2 面：受講教室の学生映像を表示 なし

資料提示装置 書画カメラ、CD/DVDプレーヤ、MiniDV/S-VHSデッキ、MDデッキ、カセットデッキ、ビデオ入力
端子、音声端子、持込PC（RGB）端子電子黒板による双方向書き込み、アプリケーション共有等

タッチパネル ソース選択、各種AVデッキのリモコン操作、音量調節、学生用マイク制御、授業延長処理、授業終了処理等
授業収録・配信 授業映像の収録、ストリーム配信、簡易編集機能
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には学術情報ネットワーク（SINET）を利用しており、
1講義あたり最大4教室（講師側：1教室、受講側：3教室）
が接続できることに加え、同時間帯に複数の講義を開催
することが可能である。また、配信映像のビットレート
はネットワークの帯域状態により、HDTV（ハイビジョ
ン品質：18Mbps）、SDTV（一般テレビ品質：4Mbps）、
H.323（テレビ会議品質：2Mbps）を動的に切替えて伝
送することができる。これらの機能の実現に必要な講義
開始・終了時の処理は事前に登録された講義スケジュー
ルに基づいて自動で実施されるため、講義時の教室にお
ける設定はタッチパネルにより容易に行うことができ
る。なお、本学では旭台キャンパスに大教室及び小教室、
八重洲キャンパスに小教室の合計3教室を設置しており、
旭台キャンパスと八重洲キャンパスの間は200Mbpsの
専用線で接続されている。また、システムサポートにつ
いては、原則的に遠隔教育研究センターのスタッフがど
ちらか一方の教室に一名就き、システムの準備、トラブ
ル対応等を実施した。
3.2.2　 北陸地区遠隔授業システム講義事例（ディスカッ

ション中心講義）
　2005年8/5－6、18－20の日程で、知識科学研究科MOT

講義の「K412 知識社会論（近藤修司教授）」を双方向
遠隔授業システムで実施した。講師側教室は八重洲キャ
ンパス（小教室）で、受講側教室は8/5、6、18が旭台キャ
ンパス中講義室（大教室）、8/19、20が旭台キャンパス
遠隔教育ルーム（小教室）であった。受講者は東京で
27名（受講者数：各日程でほぼ変わらず）、石川で34名
（のべ人数：各日程で3名～14名と変動あり）であった。
本講義の特徴は、講義中に小グループによるディスカッ
ション及びグループ代表者による発表を多用する講義で
あり、受講側教室において講師側教室の講義内容を把握
するためには、講師映像、資料映像、講師側教室の学生
映像の3種類の映像受信が必要となる点である。
　図7に講義風景を示す。本構成では講師側教室の講師
映像及び受講側教室の学生映像をSDTV、講師側教室の
学生映像をH.323で伝送し、映像音声の遅延もほぼ0.5
秒程度とディスカッションを行う上で十分な環境であっ
た。しかしながら、講師及び学生からのコメントから、

いくつかの成果及び課題が見られた。
（1）　北陸地区遠隔授業システムによる効果と課題
　本システムは特に大教室においては当初から3種類の
映像受信が可能な教室設備を設置しており、小教室につ
いても比較的容易に拡張が可能である。このため、要求
された3種類の映像受信は問題なく実現できた。また、
システムの大部分が連携・自動化されており、操作卓に
より容易に制御できる構造となっているため、一般的な

図6　北陸地区遠隔授業システムの構成概要図

図7　K412講義風景
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講義形態、特に多人数で利用する場合は、定期的な運用
にも十分耐えうるものであるといえる。しかしながら、
大学院教育に特化した本学において本システムを展開す
る際には、システムの共通仕様には反映されにくい細部
の要件を実現するためのカスタマイズに対して、様々な
困難が生じる面もある（長谷川ほか 2005a）。
（2）　講師側教室における課題
・固定カメラによる制約
　前半の講義（8/5－6）では、講師用カメラを兼ねる黒
板用カメラが固定であるという小教室の仕様上、講義中
の講師の立ち位置に制約が発生し、講師側教室の講師・
受講者ともに閉塞感が強くなるとの指摘を受けた。この
ため、後半の講義（8/18－20）では、講義中に黒板用カ
メラを遠隔教育研究センターのスタッフが手動で制御し
た所、講師は自由なポジションで講義を行うことができ、
好評を得た。講師の行動の自由度を上げるために黒板用
カメラを広角側に設定すると、後述するように受講側教
室への情報伝達の観点から影響があるため、特にサポー
トスタッフを配置しづらいサテライトキャンパスにおい
ては、黒板用カメラについてもある程度リモートから制
御できるような改良が必要となる。
・ハンドマイクによる制約
　小教室では、講師側教室の学生は発言内容を受講側に
配信するために、ハンドマイクを利用する。このため、
ディスカッション時にマイクの受け渡しがスムーズに行
えないと、発言者が自分のタイミングで発言することが
難しい。また、目の前に講師がいるため、議論が白熱す
るとマイクを持たずに話し始めてしまうケースもある。
これらの問題は学生の慣れの部分も大きいが、ある程度
人数が多い場合には大教室設備の学生マイクの活用、人
数が限られる場合には集音マイクを利用する等のアプ
ローチも検討する必要がある。
（3）　受講側教室における課題
・資料映像のポインティングに関する課題
　本講義では講師側教室における資料映像の提示にプロ
ジェクタを利用しており、講師は資料映像のポインティ
ングにレーザポインタを利用した。こうしたケースでは、
スクリーンと教室の他の部分の明るさがかなり異なるた
め、講師とスクリーンの両方を同時に撮影すると、スク
リーン部分が白飛びしてしまい、何をポインティングし
ているかが受講側教室で判別できないといった事態が発
生する。この問題は、カメラを手動で制御するケースで
は、講師を撮影する場合は講師のみ、スクリーンを撮影
する場合はスクリーンのみといった構図で撮影すること
により、ある程度改善することはできた。しかしながら、
受講側教室にとっては電子黒板やPC上でのマウスカー
ソルによるポインティング、書画カメラ上での直接指示
等のほうが直感的に理解しやすいようである。

・受講側教室の表示レイアウトについて
　受講側教室前方のプロジェクタ・ディスプレイに表示
する映像のレイアウトは、柔軟に設定することが可能で
あるが、講師側教室の物理的な位置関係を反映した構成
を取るべきである。例えば、講師側教室が講師の右側に
資料映像が表示されている配置の場合には、中央に講師
映像、その右側に資料映像という位置関係を受講側教室
においても継承することが望ましい。このレイアウトが
逆になると、講師が行う身振り手振り等を受講側教室で
対応付けることが難しくなる。
3.2.3　北陸地区遠隔授業システム講義事例（一般講義）
　2005年9/26－29の日程で、材料科学研究科金沢大学連
携講座「M432 機能評価特論（金沢大学連携科目「環境
共生学」）」を双方向遠隔授業システムの教室設備を利用
して実施した。本講義は、本学三宅幹夫教授、辻本和雄
教授、民谷栄一教授、金沢大学早川和一教授、中垣良一
教授、鳥羽陽講師のリレー講義であった。教室について
は、JAIST側は旭台キャンパス中講義室（大教室）であっ
たが、金沢大学側は双方向遠隔授業システムとは別シス
テムとなる（TV会議システムSony PCS-1をベースとし
た）自然科学研究科遠隔講義室との接続することになっ
た。本学側では双方向遠隔授業システムの映像音声の入
出力をPCS-1と接続することにより、配信部分のみ
PCS-1を利用する形で講義を実施した。なお、本講義は
JAISTで約40名、金沢大学で約10名が受講した単位互
換科目である。
　図8に講義風景を示す。今回の講義では双方が講師側、
受講側になるケースがあったが、講師側教室の講師映像
及び受講側教室の学生映像はどちらのケースもH.323で
伝送され、映像音声の遅延もほぼ0.5秒程度であった。
なお、JAISTと金沢大学は双方ともSuperSINETに接続
されており、ネットワーク的にはボトルネックとなる要
因は存在しなかった。以下に本講義で得られた成果及び
課題を列挙する。
（1）　双方向遠隔授業システムを活用した利点
・講師による受講側教室の状況把握
　受講側教室の学生映像が講師側教室後方に表示される
ため、講師は遠隔地の受講者の様子を把握しやすい。
・発言者の自動ズーム機能
　発言許可ボタン付き学生用マイクを利用することによ
り、発言者を自動的にズームできるため、発言者の表情
を金沢大学側にクリアに伝えることができる。
（2）　遠隔講義受講時の課題
・受講側教室の緊張感について
　受講時の緊張感については、やはり対面講義とは差が
あり、受講側教室の場合には、講義中に集中していない
学生も一定数存在した。これは、講師側に受講側教室の
状況が伝わりにくいという安心感から発生したものでは
ないかと考えられる。このことは、講師側教室から受講
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側教室（ディスカッションを行う場合には逆のケースも
考えられる）を映像を制御できる必要性を示唆するもの
であるが、実際にこうした機能がどの程度活用されるか
についてはさらなる検討が必要であろう。
・受講側教室における講義サポートスタッフについて
　大学間を接続する遠隔講義という観点からの課題とし
て、受講時の講義サポートスタッフの必要性がクローズ

アップされた。他大学で交流が少ない講師に対して学生
が主体的に質問を行うためには、かなりの慣れが必要で
ある。こうした講義の経験が少ない学生に対しては、質
問をうまく誘導したり、受講側教室の意思表示を適切に
行うための講義サポートスタッフの重要性がより一層高
くなると言える。また、先に述べた受講側教室の緊張感
を確保する上でも重要な役割を果たすと考えられる。

3.3　PCS-1ベース遠隔講義システム
　PCS-1ベース遠隔講義システムとは、2005年10月に
開始された情報科学研究科組込みシステムコースにおい
て、田町キャンパスと石川県産業創出支援機構セミナー
ルーム（以下、ISICOセミナールーム）との間を接続し
てリアルタイム遠隔講義を実施するために構築したシス
テムである。
3.3.1　システム構成
　組込みシステムコースは社会人向けの博士後期課程
コースとして開講されており、受講側教室として今後
様々なケースが考えられるため、システムの実現にあ
たっては受講側教室の自由度が高いテレビ会議システム
PCS-1をベースとしたシステムを構築した。教室の基本
仕様を表3に、構成概要図を図9に示す。PCS-1はH.323

接続で最高1920Kbpsまでの通信が可能であるとともに、
動画＋PC画面（XGA）の送受信を行うことができるデュ
アルストリーム機能を有することから、田町キャンパス
に2台のPCS-1を設置し、複数拠点へ配信できる構成と
した。また、2台のPCS-1を田町キャンパスの前方と後
方に設置し、一方のカメラ映像を他方のソースとして利
用できるようにすることにより、教室前方の映像と教室
後方の映像を必要に応じて切り替えて配信することが可
能である。さらに、PCS-1はWebインタフェースを介し
てカメラ制御をはじめとするほぼすべての制御をリモー
トで行うことができるため、システムサポートは、遠隔
教育研究センターのスタッフが講師側でも受講側でもな
い旭台キャンパスでシステム準備、カメラ操作、トラブ

図8　M432講義風景

表3　 PCS-1ベース遠隔講師システムの基本仕様

講師側教室 受講側教室
想定学生数 20～30名規模 1～10名規模

映像・音声伝送 H.323/2Mbps

マイク
講師用 タイピン型マイク

集音マイク（Sony CTE-600）
学生用 ハンド型マイク

カメラ
講師用 PCS-1　1 台（リモート制御）

PCS-1　1 台（リモート制御）
学生用 PCS-1　1 台（リモート制御）

表示装置 教室前方
プロジェクタ／スクリーン 2 面 モニタ 2 面

資料映像等を表示 講師映像、資料映像を表示
資料提示装置 PCS-1デュアルストリーム機能によるPC画面の配信
講義収録・配信 別システムで実現の必要あり
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ル対応等を実施した。
3.3.2　PCS-1ベース遠隔講義事例（一般講義）
　2005年10/28、29、11/ 4の日程で、組込みシステムコー
ス遠隔講義の「I242 オブジェクト指向開発技術と組込
みシステム（落水浩一郎教授）」をPCS-1ベース遠隔講
義システムで実施した。講師側教室は田町キャンパスで、
受講側教室が ISICOセミナールームであった。また、受
講者は田町キャンパスで12名、ISICOセミナールームで
3名であった。本講義の特徴は、講師側教室の後部に受
講側教室の様子を表示する大画面モニタを設置して、講
師が講義中の受講側教室とのコミュニケーションを容易
にした点である。
　図10に講義風景を示す。今回の講義では講師側教室
の講師映像及び受講側教室の学生映像はH.323/2Mbpsで
伝送され、映像音声の遅延もほぼ0.5秒程度であった。
なお、本講義時の田町キャンパスは旭台キャンパスと
200Mbpsの専用線で接続されており、旭台キャンパスと
ISICOセミナールームも1Gbpsのネットワークを有して
いた。以下に本講義で得られた成果及び課題を列挙する。
（1）　PCS-1ベース遠隔講義システムを活用した利点
・リモートサポート
　同期型遠隔講義を実施する上で、システムサポートの
コストは大きなものとなりやすい。特に本講義のように
サテライトキャンパスとの接続を行う場合には、システ
ムサポートスタッフをどのように配置するかは運用上重
要なポイントとなる。本システムは、カメラ操作をはじ
めとするほぼすべての管理をリモートで実施できる構成
としたため、ハードウェア障害以外に関しては十分に対
応できる状態となっている。
（2）　PCS-1ベース遠隔講義システムの課題
・各拠点の状態把握
　リモートサポートにおける問題点としては、やはり遠
隔地の教室の状態把握が難しいことが挙げられる。田町
キャンパスについては複数のPCS-1を設置しているた

め、1拠点と接続する今回のような講義では、利用して
いないPCS-1と接続することによって、リアルタイムに
状態を把握することは可能である。しかしながら、例え
ばリモートでカメラ操作を行う際には、ある程度システ
ム管理者が講義に集中していないと講師がフレームアウ
トしてしまうといった問題が発生する。リモートでの管
理をより的確に行うためには、教室前方全体を映すWeb

カメラ等を別系統で準備しておくといったことも検討す
べきである。

4 ．同期型遠隔講義モデルとシステム要求要件

　実践事例からもわかるように、同期型遠隔講義システ
ムを構築するためには、講義の制約条件により決まる教
室間のコミュニケーションをどのように実現するかを検
討することが必要不可欠である。そこで、ここでは本学
の実践事例を元に同期型遠隔講義のモデル化を行うとと
もに、システムに要求される要件を整理することにより、
様々な制約条件下でシステムを構築する上での指針を整
理する。

図9　PCS-1ベース遠隔講義システムの構成概要図

図10　I242講義風景（上：田町前方、下：田町後方）



メディア教育研究　第2巻　第2号（2006）

88

4.1　同期型遠隔講義モデル
　遠隔講義において要求される教室間コミュニケーショ
ンの種類、質、量、対象は、（1）講義形態条件、（2）講義
参加者条件、（3）物理的条件といった講義の制約条件に
よって決定されると考えられる。
（1）　講義形態条件
　遠隔講義を規定する最も基礎的な制約条件は、講義形
態である。なぜなら、いわゆる一般的な講義とディスカッ
ションを中心とする講義では、教室間で求められるコ
ミュニケーションの種類や量がまったく異なったものと
なるためである。また、演習時においては、講師側教室
から受講側教室の状況把握を的確に行う仕組みも一種の
コミュニケーションとして重要な要素となる。さらに、
黒板やホワイトボードを利用する講義とパワーポイント
を利用する講義によって受講側教室に送信すべき情報は
もちろん異なったものとなる。そこで本稿では、一般講
義、ディスカッション中心講義、演習講義等といった講
義種類と、黒板やパワーポイントのような講義メディア
を講義形態条件として分類している。
（2）　講義参加者条件
　第二の要素として、講義の参加者に関する制約条件が
挙げられる。例えば講師側教室に受講者がまったくいな
い場合は、受講側教室の学生は講師とのコミュニケー
ションが中心となるが、講師側教室に受講者がいる場合
には、講師側教室で行われる質疑応答を受講側教室でモ
ニタリングしたり、講師側教室と受講側教師の学生間で
議論を行ったりといったコミュニケーションが発生す
る。また、講師・受講者の遠隔講義への慣れや講義をサ
ポートするTAの有無も講義中に的確なコミュニケー
ションを行う上で非常に大きな影響を与えるものと思わ
れる。そこで本稿では、講義参加者の種類と数、講師及
び受講者の慣れ、TAの存在有無を講義参加者条件とし
て分類している。
（3）　物理的条件
　最後の要素として分類されるのが物理的条件である。
遠隔講義を実施する教室の物理的広さや接続拠点の数、
既存設備の状況、教室間のネットワーク条件等に依存し
て、コミュニケーションに様々な制約が発生する。例え
ば、ネットワーク帯域が十分に取れない環境では、映像
よりも音声の品質を優先して最低限のコミュニケーショ
ンを可能とする等のアプローチが必要となる。
　これまでに挙げた制約条件に基づいて、同期型の遠隔
講義環境をモデル化したものを図11に示す。本モデル
の重要なポイントは、講義形態、講義参加者、物理的条
件に応じて決まる教室間コミュニケーションを実現する
ために、図中央の遠隔講義システムの要求要件が決まる
という点である。

4.2　同期型遠隔講義におけるシステム要求要件
　遠隔講義システムに要求される要件とは、その講義の
制約条件に依存したコミュニケーションを実現するため
の具体的な方法であると言える。本稿では、それらの対
応付けを容易にするために、本学の実践事例に基づいて
整理したシステム要求要件の項目をピックアップする。
（1）　システム性能・機能
　本学が目的とするコミュニケーションを重視した同期
型遠隔講義を実施するにあたっては、高品質かつ低遅延
な双方向映像・音声配信をブロードバンド伝送技術を活
用して実現することが、システムに求められる最も基本
的な要件となる。その中でも音声品質は受講側教室にお
いて最も重要な要素である。また、講師映像に加えて、
黒板やホワイトボードへの板書、資料映像へのポイン
ティング等といったアナログ情報を遠隔地にいかに高品
質で配信するメディアを有しているかも重要なポイント
となる。さらに、講義中のディスカッションを効果的に
実現するためには、配信に伴う映像・音声の遅延を極力
小さいものとするだけでなく、発話が容易に行える環境
を提供する必要がある。
（2）　システムの安定性・管理容易性
　遠隔教育プログラムを体系的教育の一環として推進し
ていくためには、システムの安定性は必須要件であり、
たとえシステム上のトラブルが発生した場合でも講義へ
の影響を最小限にできる構成が必要となる。システムの
安定性が確保できない場合には、システムサポートス
タッフ及び講義サポートスタッフ等の人的サポートが不
可欠となる。また、システムサポートを行うことができ
るスタッフは限られているため、遠隔講義の準備が容易
であることに加えて、必要に応じて遠隔教室に対するサ
ポートやカスタマイズをリモート環境で容易に実施でき
るシステムが要求される。

図11　同期型遠隔講義モデル
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（3）　VODへの対応
　遠隔教育を展開する上では、時間的・空間的制約等か
ら出席できない学生に対する補完教育の一環として、講
義中の映像・音声や資料をインターネット経由で非同期
にアクセス可能にするVODコンテンツに容易に変換で
きることも重要な要件となる。

4.3　遠隔講義制約条件に基づく遠隔講義環境
　これまでに挙げた遠隔講義における制約条件とシステ
ム要求要件について、実践事例に基づいて対応関係を整
理したものを表4に示す。縦軸のそれぞれの制約条件に
対して、横軸で示すシステムの要求要件が実践事例にお
いてどの程度重視されていたかを『◎、○、△』の三段
階で示した。なお、無印の部分は、その制約条件ではあ
まり考慮されなかった点である。例えば、一般学生と社
会人学生から成る学生の種類について見ると、発話環境
の要求要件について差が見られる。これは、社会人学生
がより積極的に質疑応答に参加し、講師側教室の講師と
受講側教室の受講者の間のコミュニケーションが非常に
活発になる傾向があり、システムを準備するに当たって、

受講側教室の社会人学生に対する発話環境の提供がより
重要になったことに基づいている。また、教室間ネット
ワークのように制約条件によってコミュニケーションの
質が規定されてしまうようなケースにおける要求要件の
差は、映像や遅延といった特性よりも講師の音声が受講
側教室に確実に届けられることがより重要視されること
が示されている。
　ここに挙げた制約条件はそれぞれ独立したものではな
く、複数の制約条件に依存した教室間コミュニケーショ
ンの特性による優先順位が存在する。しかしながら、す
べてのコミュニケーション要件のバリエーションを整理
することは困難であるため、ここでは制約条件とシステ
ム要件について整理した。これにより、講義における制
約条件をすべて選択し、複数の制約条件に関わるシステ
ム要求要件については、選択した制約条件の中で比較す
ることで、適切な遠隔講義環境を検討することが可能に
なる。そこで、実践事例で挙げた3つの遠隔講義環境に
ついて、上記のシステム要求要件との対応関係を整理し
たものを表5に示す。実際の運用にあたっては、それぞ
れの遠隔講義環境で不足する機能を必要に応じて他のシ

表4　遠隔講義条件と要求要件の対応関係

講義制約条件

システム要求要件
システム性能・機能 システム安定性・管理容易性

VOD対応音声 映像 配信メ
ディア 遅延 発話環境 信頼性 二重化 準備 カスタ

マイズ リモート

講
義
形
態

講義種類
一般講義 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

ディスカッション ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
演習 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○

講義メディア 黒板 ○
パワーポイント ○ ○ △

参
加
者
条
件

教室学生数 1～10名 ○ ○ ○ ○
10～100名 ○ ◎ △ ◎

学生種類 一般学生 ○ ○
社会人学生 ◎ ◎

講師の慣れ 慣れている ○ △ ○ △ ○ ○ ◎ ○
慣れていない ◎ ○ △ ○ ◎ ◎ ○ ◎

受講者の慣れ 慣れている ○ ○ ○ △ ○ ○
慣れていない ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎

TAの有無 あり ○ ○ △ ○ △ ○ ○ ○
なし △ △ ○ ◎ ○ ◎ △ ◎

物
理
条
件

既存設備
旭台 ○ ○ ○ ○ ○

サテライト ◎ ○ ◎ △ ◎
学外 ○ △ ◎ △ ◎

接続拠点数 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 以上 ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎

ネットワーク 良好 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
不十分 ◎ △ △ △ △ ◎ ◎ △ ◎

（◎：重要、○：やや重要、△：比較的重要ではない、空欄：直接関係なし）

表5　遠隔講義環境と要求要件の対応関係

遠隔講義環境

システム要求要件
システム性能・機能 システム安定性・管理容易性

VOD対応音声 映像 配信メ
ディア 遅延 発話環境 信頼性 二重化 準備 カスタ

マイズ リモート

リアルタイム双方向遠隔講義システム ○ ○～△ ○ ○ △ △ ○ △ ◎ ○ ◎
北陸地区双方向遠隔授業システム ◎ ◎～△ ◎ ◎ ◎～△ ○ △ ○ △ △ ○

PCS-1ベース遠隔講義システム △ △ △ ◎ ○ △ △ ◎ ○ ◎ △
（◎：良好、○：問題なし、△：要検討）
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ステムの構成要素や人的リソースで補いながら、講義の
制約条件を考慮した上で、より適切な遠隔講義環境を提
供することが必要となる。

5 ．まとめと今後の展開

　本稿では、同期型遠隔講義を実現するために本学で実
施した実践事例について紹介し、同期型遠隔講義の制約
条件を整理した遠隔講義モデルを構築すると共に、制約
条件及びシステム要求要件の対応関係について議論し
た。これにより、遠隔講義の実現に当たっては、その制
約条件に基づくコミュニケーション要件を実現するため
のシステムを検討すればよいことが明らかになった。た
だし、制約条件とコミュニケーション要件のバリエー
ションについては、関連研究を含めたさらなる調査が必
要である。
　今後の課題としては、本稿の議論を同期型遠隔講義だ
けでなく、本学で展開している遠隔プログラム全体に展
開することが挙げられる。また、同期型遠隔講義の観点
からも、本稿で対象になった講義はすべて集中講義で
あったため、通常の講義に展開した場合の調査もあわせ
て行っていきたい。また、遠隔教育環境を提供する立場
からは、安定稼動の実績を積み重ねてより多くの講義を
大学間連携及び社会人教育を実現するための遠隔講義と
して配信していくとともに、遠隔講義の制約条件をより
詳細に分類し、条件に応じた遠隔講義環境の提案を行っ
ていきたい。
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Practices for Real-time Distance Lecture Environments
with Multimedia Supports

Shinobu Hasegawa・Youichi Tajima・Masatomo Futatsudera・Toshiya Ando

　This paper describes some practices for real-time distance lecture environments attempted 
by Research Center for Distance Learning in JAIST (Japan Advanced Institute of Science and 
Technology) such as adult graduate education at Tokyo satellite campuses and credit transfer 
distance lectures within Hokuriku Area National University Union. We also propose a 
framework for the environments in order to address diverse lecture conditions, which would 
be better suited for graduate education from the aspects of system interactivity, reliability, 
stability, ease of maintenance and so forth.

Keywords
Real-time Distance Lecture, Adult Graduate Education, Credit Transfer Distance Lecture, 
Satellite Campus, National University Union.
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